
 

 

 

 

  

※中小企業庁のパンフレットをもとに作成しております。 

補助金申請時に加点 

 

 



経営力向上計画を 
策定 

人材育成、コスト管理等のマネジメントの向上や、設備投資等 

により、事業者の生産性を向上させるための計画です。 

自社の強み・弱みや経営状況、労働生産性などの目標、それ 

に向けた取組などを記載します。 

本計画の概要や申請の手引きは、以下のページに掲載しております。 

詳 しくはこちら 

経営革新等支援機関 
などがサポート 計画策定にあたってはマネーコンシェルジュ税理士法人にご相談ください。 

詳 しくはこちら 

STEP 2 
事業分野ごとの担当省庁に事業分野別指針等にのっとって策定した計画を提出し、 

認定を受けます。提出は郵送でも受け付けています。 

詳しくは中小企業庁ホームページでご確認ください。 

STEP 3
新たに取得した一定の設備について支援措置があります。 

●固定資産税の特例により、固定資産税が 3 年間2 分の 1 になります。機械装置のほか、器具備品 

や建物附属設備等も対象になります。 

●さらに、中小企業経営強化税制（法人税・所得税）の活用により、即時償却又は最大で 10％の 

税額控除が可能です。 

対象設備が拡大 

中小企業向け：信用保証協会による信用保証の枠の拡大 

日本政策金融公庫による利率の0.9%引き下げ など 

中堅企業向け：独立行政法人中小企業基盤整備機構の債務保証 など 
金融支援 

以上のような様々な支援が受けられます。 

STEP 4 

マネーコンシェルジュ税理士法人｜ 

経営強化法｜ 

取得設備について 

固定資産税の軽減や、 

即時償却又は税額控除 

「経営力向上計画」とは 

担当省庁による認定 

 

 

STEP 1 

 

お気軽にご連絡ください！《初回無料相談実施中》 

 
お問い合わせ：マネーコンシェルジュ税理士法人/相続承継 M&A センター株式会社 
                担当：菊本翔太、今村仁 

大阪市北区東天満 2－2－5第２新興ビル 505 号 

0120-516-264（フリー） 

http://www.money-c.com 

kikumoto@money-c.com 

 設備投資前に申請が必要です！ 

Check! 


